
平成２２年度　事務事業評価シート（平成２１年度分） (単位：円）

都市計画・建築班 臨時 臨時 臨時 臨時 臨時

補助 補助 補助 補助 補助

215,518,000 7,685,000 6,961,000 5,080,000 308,000

8 5 2

老朽化した住宅を建替えることにより
安全で快適な居住環境を提供する。

老朽化した住宅を建替えることにより
安全で快適な居住環境を提供する。

新たな住宅整備により、安全で快適な居住
環境の住宅へ住みかえ及び新規の入居者を
誘導する。

ストック住宅の利用等の方針を決定し、住
宅の長寿命化を図りライフサイクルコスト
の縮減を図る。

大地震時における木造住宅の倒壊等に
よる被害の軽減を図る。

ｃ棟21戸整備(H20～H21)のH21年度分、
駐車場整備、道路整備

・測量
・地質調査
・基本設定

・測量
・地質調査
・基本設定

住宅長寿命化計画策定 １件

市民 市民 市民 市民 －

入居率 入居率 入居率 整備率 －

100%/76% － － － －

33,184 － － 18,658 －

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

Ｂ － － － －

残地の取扱い 工事中入居者のストレス軽減 地域住民の理解 工事中入居者のストレス軽減 －

21年度で終了
公営住宅RC造４F20戸建設
※ 23年度～24年度の23年度分

公営住宅4戸建設
（木造2F3戸、木造平屋1戸）

東営N棟外壁改修等、市原身障外壁改修、
向田住宅2棟外壁改修

－

－ 45,350 54,187 57,550 250

標準業務 標準業務 標準業務 標準業務 標準業務

- - - - -

節 説　明

2 一般職給料 14,720,915 1,836,000 130,000 80,000 68,000 2,000

3 扶養手当 702,000

3 住居手当 880,800

3 通勤手当 147,600

3 時間外・休日勤務手当 455,484

3 期末手当 3,997,702

3 勤勉手当 2,039,709

4 一般職共済組合負担金 3,782,226

9 普通旅費 27,000 10,000 5,000

11 消耗品費 1,485,397 117,000 90,000 115,000 77,000 6,000

11 燃料費 199,242

11 修繕料 114,513

12 通信運搬費 21,956

12 手数料 79,260 64,000

12 自動車損害保険料 18,980

13 調査設計監理委託料 23,132,500 3,970,000 7,465,000 6,761,000 4,935,000

14 複写機リース料 115,239

15 久原住宅建替工事請負費（３期） 208,985,500 208,984,000

19 木造住宅耐震診断事業補助金 620,000 300,000

22 移転補償費 342,000 342,000

22 補償金 195,900 195,000

27 自動車重量税 8,800

262,072,723 215,518,000 7,685,000 6,961,000 5,080,000 308,000

93,241,000 3,842,000 3,132,000 2,286,000 138,000

122,000,000

277,000 3,843,000 3,829,000 2,794,000 170,000

事業別内訳（臨時・経常別　補助・単独別）

役務費

使用料.賃借料

役務費

耐震改修

職員手当

職員手当

職員手当

職員手当

決算額

補償.補填.賠償金

節名

給料

職員手当

職員手当

負担.補助.交付金

需用費

需用費

共済費

公課費

一 般 財 源

基 金 繰 入 金

合　計

国 ・ 県 支 出 金

そ の 他

財
　
　
源

旅費

需用費

補償.補填.賠償金

役務費

委託費

工事請負費

0

103,642,000

地 方 債 122,000,000

0

36,430,723

目的達成度（Ａ～Ｅ）　前前年度⇒前年度⇒今年度

課題

評
価
会

事業の重要度

評価委員会評価

部
署
内
評
価

事業達成度（Ａ～Ｅ）  前前年度⇒前年度⇒今年度

業務(未整理,標準,特例各業務の別)

来年度の対応

来年度の事業費 (予算額)              [千円]

久原住宅

期待する事務事業成果

住宅建設費

概
要

目的

事業概要(Ｈ21年度具体的な事業内容)

目標値/実績 (達成率)

前年度事業費 (決算額)                [千円]

対象者

補助・単独

補助対象基本額

朝地住宅 ストック総合菅尾住宅

所属

事業名

款 項 目 目　名

建設課 臨時・経常



平成２２年度　事務事業評価シート（平成２１

都市計画・建築班

8 5 2

節 説　明

2 一般職給料 14,720,915

3 扶養手当 702,000

3 住居手当 880,800

3 通勤手当 147,600

3 時間外・休日勤務手当 455,484

3 期末手当 3,997,702

3 勤勉手当 2,039,709

4 一般職共済組合負担金 3,782,226

9 普通旅費 27,000

11 消耗品費 1,485,397

11 燃料費 199,242

11 修繕料 114,513

12 通信運搬費 21,956

12 手数料 79,260

12 自動車損害保険料 18,980

13 調査設計監理委託料 23,132,500

14 複写機リース料 115,239

15 久原住宅建替工事請負費（３期） 208,985,500

19 木造住宅耐震診断事業補助金 620,000

22 移転補償費 342,000

22 補償金 195,900

27 自動車重量税 8,800

262,072,723

役務費

使用料.賃借料

役務費

職員手当

職員手当

職員手当

職員手当

決算額

補償.補填.賠償金

節名

給料

職員手当

職員手当

負担.補助.交付金

需用費

需用費

共済費

公課費

一 般 財 源

基 金 繰 入 金

合　計

国 ・ 県 支 出 金

そ の 他

財
　
　
源

旅費

需用費

補償.補填.賠償金

役務費

委託費

工事請負費

0

103,642,000

地 方 債 122,000,000

0

36,430,723

目的達成度（Ａ～Ｅ）　前前年度⇒前年度⇒今年度

課題

評
価
会

事業の重要度

評価委員会評価

部
署
内
評
価

事業達成度（Ａ～Ｅ）  前前年度⇒前年度⇒今年度

業務(未整理,標準,特例各業務の別)

来年度の対応

来年度の事業費 (予算額)              [千円]

期待する事務事業成果

住宅建設費

概
要

目的

事業概要(Ｈ21年度具体的な事業内容)

目標値/実績 (達成率)

前年度事業費 (決算額)                [千円]

対象者

補助・単独

補助対象基本額

所属

事業名

款 項 目 目　名

建設課 臨時・経常

(単位：円）

臨時 臨時 臨時 臨時 経常

補助 補助 単独 単独 一般

130,000 1,260,000 20,000 608,000

地方公共団体の自主性と創意工夫（地方
定住促進の住まいづくり）を活かし、住
宅の整備や居住環境整備を図る。

市営住宅家賃のうち近傍同種家賃
と入居者負担基準額の差額の45%
を国が負担する。

大地震時における木造住宅の倒壊
等による被害の軽減を図る。

大地震時における木造住宅の倒壊
等による被害の軽減を図る。

－

定住促進事業事務費の使用 家賃低廉化事業事務費の使用 １件 １件 －

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － －

149 1,512 － － 18,897

Ａ Ａ Ａ Ａ

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － －

130 1260 150 1,200 24,600

標準業務 標準業務 標準業務 標準業務 標準業務

- - - -

必要経費の一層の削減に取り組む

69,000 686,000 11,849,915

702,000

880,800

147,600

455,484

3,997,702

2,039,709

3,782,226

2,000 10,000

59,000 374,000 647,397

90,000 109,242

114,513

21,000 956

15,000 260

18,000 980

1,500

48,000 67,239

1,500

20,000 300,000

900

8,000 800

130,000 1,260,000 20,000 300,000 24,810,723

58,000 630,000 15,000 300,000

72,000 630,000 5,000 0 24,810,723

事業別内訳（臨時・経常別　補助・単独別）

一般事業木造住宅耐震改修事業木造住宅耐震診断事業定住促進 家賃低廉化


